
 

＜要旨＞  

本研究では、北いわて・三陸地域を含む県内市町村の子育て世代包括支援センターに勤務する助産師を対象に、無記

名の質問紙調査を実施した。18市町村の21名から回答があった。産後ケアには全員が従事していたが、8割は非正規雇

用であった。助産師は専門性が発揮できる業務にやりがいを感じている反面、他職種との価値観の相違や連携の難しさ、

非正規雇用の業務の難しさも感じていた。7割以上が他の市町村で勤務する助産師との交流を希望していた。今後は、市

町村で勤務する助産師のニーズ充足や課題解決に向けた研修会等を企画し、切れ目のない支援の充実をさらに目指す。 

 

１ 研究の概要（背景・目的等） 

岩手県の一年あたりの出生数は減少の一途をたどってお

り、特に北いわて・三陸地域は出生数の減少が顕著で、出

産場所がある市町村も限られている。そのため、離れた地

域の病院や医院で出産し、居住地域に退院してからの、切

れ目のないきめ細やかな産前・産後ケアが、母親の孤立や

虐待を予防するためにもよりいっそう重要となる。令和２

年度までに全国の市町村に「子育て世代包括支援センタ

ー」の設置が推奨され１）、岩手県においても全市町村で取

り組まれ、複数の助産師が働き始めている。しかし開始し

たばかりであることから、助産師による産前・産後ケアの

内容や役割・位置づけは、各市町村において模索されてい

る段階である。また、産後ケア事業に取り組んでいる助産

師は、病院とは異なる市町村で、虐待疑いや精神疾患合併

などの事例と出会い、対応に苦慮しているという報告もあ

り２）岩手県の市町村で活躍し始めた助産師も同様と推測さ

れる。 

そこで本研究では、北いわて・三陸地域の市町村の子育

て世代包括支援センターに勤務している助産師を対象に質

問紙調査を行い、助産師としての活動状況や多職種連携の

実際、学習ニーズを明らかにする。この調査により、市町

村で活動する助産師が連携できるネットワークの整備や研

修体制を具体的に構築することが可能となる。また調査結

果を各市町村に還元することで、子育て世代包括支援セン

ターのさらなる充実が期待できる。 

２ 研究の内容（方法・経過等） 

北いわて・三陸地域の20市町村の子育て世代包括支援セ

ンターで産前・産後ケアに従事する助産師を対象に、無記名

の自記式質問紙調査を行った。なお比較対象とするため、県

内他地域13市町村の助産師も対象とした。具体的な調査方

法は以下である。 

 調査方法は、まず各市町村担当部署あてに調査協力依頼

を文書により行い、協力が割られた市町村から、助産師人

数と質問紙送付部署を返信用葉書に記入し返信していただ

いた。必要部数の質問紙セットをその部署に送付し助産師

に配布してもらった。その際目的等の説明は一切せずセッ

トのみ配布してもらった。質問紙にはQRコードを付し、

返送ではなくフォームで回答することも可能とした。回答

された質問紙の返送または質問紙フォームへの回答をもっ

て調査協力への同意を得たものとした。 

調査内容は属性、現在の勤務内容や、実践におけるやりが

いや困難、課題、学習ニーズや他市町村助産師との情報交換

のニーズの有無で、令和 5 年 1 月から 3 月末に調査を実施

した。本調査は岩手県立大学研究倫理審査委員会の承認を受

けて実施した（承認番号418））。 

３ 研究の成果 

1． 県内の市町村で勤務する助産師数 

岩手県内33市町村のうち、23市町村より葉書が返送され

た（回答率69.7％）。1～2名の助産師が勤務しているのは18

市町村で、助産師数は合計22名、うち北いわて・三陸地域

の市町村に勤務する助産師数は13名であった。助産師が勤

務していないと回答があった市町村は 2 市 2 町 2 村で、う

ち北いわて・三陸地域は1町2村であった。助産師がいて質

問紙配布の承諾のあった市町村は 18 市町村で、計 22 名の

助産師への質問紙を市町村に郵送し、配布依頼を行った。 

２．助産師対象の質問紙調査結果 

 18 市町村から 22 名の助産師に質問紙を配布していただ

き、そのうち21人から回答があった（回答率95.5％）。 

1）属性 

 21 名のうち、市町村の正規職員として雇用されているの

は4名（19％）のみで、8割近くが非正規の雇用であった（図

1）。勤務場所は兼務も含め、市13名（61.9％）、町7名（33.3％）、

村1名（4.8％）であった。平均年齢は55歳で28歳から74

歳と幅があり、助産師の経験年数も平均19.2年で3 年から

47 年と幅があった。市町村勤務の平均年数は 6.7 年で、短

い助産師は1か月、長い助産師は28年であった。アドバン
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ス助産師は4名（19％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）産後ケアへの従事状況 

21 名全員が、市町村の産後ケア事業に従事していた。形

式はアウトリーチ 16 名（76.2％）と最も多かった（図 2）。

産後ケアとして実際に行っているケアは多岐にわたってい

た。最も多かったのは「産後の母親の身体面・心理面のアセ

スメント」20名（95.2％）で、次いで「授乳相談」「育児相

談」「乳房ケア」「子どもの発育のアセスメント」「社会資源

の紹介」で 19名（90.5％）、「家族や家庭環境など社会的側

面のアセスメント」が18名（85.7％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）市町村の子育て世代包括支援センターで勤務することの

やりがいや楽しさと困難や課題と感じていること（表1） 

 やりがいや楽しさ、その一方で困難や課題と感じているこ

とを自由記述で尋ねた。その結果全員から回答があった。 

助産師たちは、専門性を発揮できる業務を担い、母子の健

康支援や子育て支援を長期にわたって実施でき、継続した見

守りができることにやりがいや楽しさを持っていることが

分かった。 

一方、困難や課題と感じていることを項目に分けて尋ねた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果、「ケアの対象、内容、実施方法」では、精神疾患などハ

イリスク事例への対応や専門以外の行政職としての業務量、

「知識や技術面」では福祉資源の知識不足や最新知識を得る

研修の場が限られていることが挙げられていた。「病院や医

院、他職種との連携」においては、精神科との情報共有や施

設ごとに指導内容や価値観に相違があることでの連携の難

しさが挙げられていた。また、正規雇用ではないことや、業

務内容を正当に評価してほしい、などの記載もあった。 

4）市町村で働く助産師のニーズ 

 学習ニーズは、授乳支援や心理的サポート、参加型の教室

運営などの実践的な内容が多くあった。また、7割以上の助

産師が他の市町村で勤務する助産師との交流の場を希望し

ていた（図3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 今後の具体的な展開 

 今回把握できた調査結果を共同研究者である岩手県保健

福祉部と共有し、県内の市町村における助産師の専門性を活

用した切れ目のない支援の充実に向けた方策を検討する。 

また、市町村で勤務する助産師を対象とした研修会を企画

し、相互の情報交換やネットワークづくり、そして学習ニー

ズの充実を目指す。 
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正規職員
4名（19％）

非正規職員
16名（76.2％）

無回答1名（4.8％）

図1 市町村における助産師の雇用形態（n=21）  
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図２ 産後ケア従事状況（複数回答 n=21） 

表1 やりがいや楽しさ、困難や課題と感じていること（自由記述の一部） 

設問 回答（自由記述の一部抜粋） 

 

現在の仕事のやりがいや楽しさ 

・長期間にわたり母子や家族の成長を見守ることができる こと 

・関わった結果、より良い方向に、健やかな子育てができる状況になった時 

・助産師としての専門性を発揮できる業務を担い、評価を受けた時 

ケア実施で感じる困難や課題 ・専門性を活かした業務だけではなく行政職員として様々 な業務もこなさなければならないこと 

・うつなど精神的支援が必要なケースへの対応 

・乳房ケアなど医療的なことを行政の中でどこまで実施してよいのか悩む 

 

技術面で感じる困難や課題 

・混合栄養から完全母乳への移行への支援 

・福祉に関する資源の知識や情報が不足している 

・研修が少ない。周産期の新しい知識が入ってきにくい 

出産病院・医院との連携や他職種

との連携で感じる困難や課題 

・精神科との情報共有が難しい。 

・施設により母親への指導内容にちがいがあるため、各施設とのネットワークや 

情報共有の機会が必要 

その他、困難や課題と感じること ・立場的にも正規雇用ではないので、賃金的にも低く専門職としての地域での評価が低いと感じる点 

・地域の中でも必要とされていると強く思うので、業務内容をきちんと見て正当に評価してほしい 

助産師として感じていること ・地域で働く助産師を対象とした研修はとてもありがたく、ぜひ実現していただけたらと思います。 

・・国の子育て支援の施策を進める中、子育て包括支援センターには助産師が必要だと思う。 

 

交流を希望する

16名（76.2％）

わからない

3名（14.3％）

無回答1名

図３市町村勤務助産師同志の交流ニーズ（n=21）  


